

























































A study on the current situations and issues about vocational education
 
and career education for high school general education course in upper secondary level




The focus of this paper is vocational education and career education for high school general
 
education course in upper secondary level. Today many students have no prospect after their
 
graduation in Japan. The special departmental meeting for career education and vocational education
 
in Central Education Council reported the Second Report of what should be of education for career
 
and vocation in school. In this paper I explain the second report and the current state. And I’m
 























































































生徒総数 大学等 専門学校等 就職 その他
普通科 838,578 503,147 198,743 78,826 57,862
職業学科合計 234,333 48,273 53,897 118,572 13,591
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ことはこれまでにない進歩と言える。こうしたキャ
リア教育の位置づけや意味内容、さらにはより踏み
込んだ職業教育の存在に焦点が当てられたことが
「第二次報告」の特徴である??。
⑶基本的な考え方
次いで、「第二次報告」では、キャリア教育・職業教
育に関する基本的な考え方を３点示している??。
①後期中等教育修了までに、生涯にわたる多様なキャ
リア形成に共通して必要な能力・態度を身に付け、
これらの育成を通じて価値観、とりわけ勤労観・職
業観の確立を、キャリア教育の視点から見た場合の
目標として設定し、取組を充実。
②職業教育は、職業に円滑に移行する準備、新たな職
業や高等教育進学も含めた専門的な知識・技能の高
度化に対応した教育により自己の将来の可能性を広
げることから充実が必要。
③今後、キャリア教育・職業教育に関する議論を踏ま
え、高等学校教育全般の在り方についての検討が必
要。
①に見られるように、キャリア形成の中心的課題と
して「勤労観・職業観」の確立が示されているのは、
これまでと同様である。しかし、②では職業教育は、
「職業に円滑に移行する準備、新たな職業や高等教育
進学も含めた専門的な知識・技能の高度化に対応した
教育」としている。これは生徒の内面の変化や発達を
ねらいとするキャリア教育とは異なり、教育の内容と
して職業に関連する「知識・技能」が初めて取り上げ
られている。更に③では、高校教育におけるキャリア
教育と職業教育を同時に検討することが示されており、
このことはこれまでの高校普通科における教育目的や
内容を抜本的に転換する可能性が見出せる。
⑷キャリア教育・職業教育の充実
更に「第二次報告」では、「キャリア教育・職業教育
の充実」として以下の２点について言及している???。
①高等学校(特に普通科)におけるキャリア教育の重要性
・社会人・職業人としての自立が迫られる時期であ
る高等学校段階のキャリア教育の充実は、喫緊の
課題。特に普通科におけるキャリア教育の充実を
優先的に検討。高等教育機関へ進学する者が多く
を占める学校においても、キャリア教育を充実。
・個々の生徒のキャリア形成に対する支援が特に必
要な学校では、キャリア教育の取組を充実し、こ
うした生徒へ適切に支援。
②高等学校(特に普通科)におけるキャリア教育の推進方策
・学科や進路を問わず、現実的に社会・職業の理解
を深めることや、将来どのように社会に参画する
かを考える教育活動などを行う時間を確保するた
め、指導計画に位置付け、着実に実施。
キャリア教育・職業教育の実施にあたり、とりわけ
普通科における重要性が強調されている。これまでの
高校教育における一般教養志向や上級学校への進学準
備を踏まえた上でも、キャリア教育・職業教育の実施
が高校教育に「喫緊の課題」であるとして、再度強調
されている。
２．普通科における教育実践
以上のように高校教育におけるキャリア教育・職業
教育の必要性が改めて示されているが、これまでにも
キャリア教育として取り組まれてきた実例はあるので、
以下にいくつかの実例を示す。
⑴高校普通科における職業教科の開設状況
職業教科の実施：約67％の公立普通科が家庭、商業
などの教科を中心に職業教科を実施している???。
⑵インターンシップ・就業体験学習
⑶愛知県の例???
・大学教員や社会人講師等の活用
・地域企業や施設の見学
・インターンシップ・ボランティア
・愛知県職業教育技能認定事業
・あいち・知と技の探求教育特区
⑷高等学校普通科における職業教育の実践例：
大阪府立布施北高等学校
３．普通科におけるキャリア教育・職業教育の可能性
⑴「産業社会と人間」の拡充・必修化
1994年度に新設された高校総合学科は、創設当初か
らその特色???として「将来の職業選択を視野に入れた
自己の進路への自覚を深めさせる学習」を重視するこ
とを掲げていた。更にこのことを「就職希望者・進学
希望者の双方を視野に入れた進路指導などのガイダン
ス機能」を充実することで実現し、教育課程の編成に
当たっては「幅広く選択科目を開設し、生徒の個性を
生かした主体的な選択や実践的・体験的な学習を重視
し、多様な能力・適性等に対応した柔軟な教育」をめ
ざすこととされた。
実際のカリキュラム編成においては、総合学科の特
徴として「産業社会と人間」が原則履修科目として設
定された。この科目は、①「自己の進路への自覚を深
めさせる」、②「将来の職業生活の基礎となる知識・技
術等を修得させる」ことをねらいとしていた。当時②
については、専門学科のような職業教育を指向してい
たわけではないけれども、現在課題となっているキャ
リア教育・職業教育における職業に関する内容を一定
程度含むことを想定していたといえよう。
高校普通科における職業教育・キャリア教育に関する現状と課題
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総合学科における同教科はキャリア教育や進路選
択・決定の導入的位置づけであるが、これを基本に２・
３年生においても継続的に履修する教科・科目を必修
として普通科に設定する。2010年改訂の学習指導要領
において、「産業社会と人間」は「学校設定教科」と位
置づけられ、全ての高校で実施が可能である。同教科・
科目に関する総合学科での蓄積・成果を普通科に活用
することは、キャリア教育・職業教育の早期の実施に
効果があるといえる。
⑵近隣専門高校の利用
例えばフィンランドなどの北欧においては、職業高
校と普通高校の施設・設備の共同利用が普及している
といわれる。施設・設備の有効利用と同時に教員の活
用もはかれることから近隣高校間を有機的に結びつけ
ることが目的である。しかし、上記のように一定の成
果を上げることが期待できるが、愛知県の時習館高校
と豊橋工業高校のように立地条件の良いケースは稀で、
生徒の移動や施設設備の共同利用は困難である。
⑶職業教育の必修教科化：過去の取り組みから学ぶ
・旧学制下の中学校における「作業科」の必修化
1931年から５年間の猶予期間を設けて、作業科が
中学校において実施された。この当時は当初の目的
からやや離れたところもあったが、高等教育への進
学を主な目的とする中学校において、職業教育が必
修として課されたことの意義は大きい。実際には教
員や施設・設備の整備が間に合わなかったことや戦
時体制により「修練」へと移行したので、本格的な
実施には至らなかった。
・理科教育及び産業教育審議会報告「高等学校にお
ける職業教育の改善について」(1976年５月)の「勤
労体験学習」
同報告では、高学歴化の現実を踏まえて、高校の
職業教育を職業に関する専門的な学習の基礎的段階
と位置づけた。実験・実習等の実際的・体験的学習
を重視することなどと共に、いわゆる「勤労体験学
習」も提案された。これは労働や職業等に関する内
容を教科の学習として実施することをめざしており、
職業教育としての内容・性格を有していた。しかし、
普通科の高校長会による反対で、教課審はこの提案
を変更し、実際には道徳教育としての役割をもつ教
科外活動として1978年改訂学習指導要領に盛り込ん
だ。
・家庭科の必修化
1985年に締結した女子差別撤廃条約???に関連し
て、家庭科を男女共修として実施する際には大変な
困難を伴った???。文部省自体も必修ではなく、選択
教科としての設置を目指していたといわれるが、実
際には必修教科となった。
以上のような事例から、新たな教科・科目の設定と
実施が困難ではあっても、実現不可能ではなく、職業
教育の拡充を試行することが現在求められている。
付記：本論は、2010年10月16日に開催された日本産業
教育学会第51回大会シンポジウムにおいて提案した
「普通科における職業教育・キャリア教育」を基に加
筆・修正したものである。
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＊１ 1974年ユネスコ「技術教育及び職業教育に関する改正勧
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進学率就職率」のデータによる。(http：//www.mext.
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＊４ 文部科学省「高校卒業者の進路状況」のデータによる。
(http：//www.mext.go.jp/a?menu/shotou/shinkou/
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＊５ 前掲同報告書p.16
＊６ 前掲同報告書p.16注
＊７ 前掲同報告書p.17
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年)
＊９ 前掲同報告書p.43
＊10 前掲同報告書p.45
＊11 文部科学省「公立高等学校の普通科における職業に関す
る教科の解説状況調査」より
＊12 愛知県産業教育審議会答申「新しい時代に対応したキャ
リア教育の在り方について」2006年２月
＊13 文部省初等中等教育局長通知「総合学科について」文初職
第203号 1993年３月22日
＊14 同条約は、男女の完全な平等の達成に貢献することを目
的として、女子に対するあらゆる差別を撤廃することを
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1981年に発効、日本は1985年に締結した。
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